予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費　　　
	事業名　認知症対応型サービス事業開設者等研修事業

　　　　　　　　（地域医療介護総合確保基金（介護分））
　　　　認知症介護指導者養成研修事業（任意）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者係　電話番号：058-272-1111（内2599）

E-mail： c11215@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　1,440千円（前年度予算額：1,439千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,439
	604
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	835

	要求額
	1,440
	0
	0
	0
	0
	0
	1,210
	0
	230

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）事業内容　　
	事業名
	事業内容
	根拠法令

	①認知症対応型サービス事業開設者研修
	認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護等事業所等の開設者に対する研修
	指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年３月１４日厚生労働省令第３４号）第６５条

	②認知症対応型サービス事業管理者研修
	認知症対応型通所介護、共用型指定認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護等事業所の管理者に対する研修
	同省令第４３条の２、第４７条の２、第９１条の２

	③小規多機能サービス等計画作成担当者研修

④認知症介護指導者フォローアップ研修
	認知症患者のサービス計画作成担当者に対する研修

認知症介護指導者研修受講者に対するフォローアップ


	同省令第６３条の１１

	⑤認知症介護指導者養成研修
	認知症介護実践研修を企画・立案し、講義、演習、実習を担当することができる能力を身につけるとともに、介護保険施設・事業者等における介護の質の改善について指導する者を養成するための研修
	


（２）県負担の考え方

　　　・認知症対応型サービス事業所開設者研修・同管理者研修・小規模多機能サービス等計画作成担当者研修・認知症介護指導者フォローアップ研修
→地域医療介護総合確保基金（基金2/3　県費1/3）
　　　・認知症介護指導者養成研修

　　　　　→（県費10/10）
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	1,400
	①認知症対応型サービス事業開設者研修　　　　　296千円

②認知症対応型サービス事業管理者研修　　　　　428千円

③小規模多機能サービス等計画作成担当者研修　　276千円　
④認知症介護指導者フォローアップ研修　　　　　170千円

⑤認知症介護指導者養成研修　　　　　　　　　　230千円

	補助金
	40
	④フォローアップ研修にかかる旅費等を補助

	合計
	1,440
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	認知症高齢者に対する介護サービスの提供については、身体的な介護のみならず認知症に関する高度な知識や専門的技術が必要なことから、高齢者介護の実務者や指導的立場にある者を対象とする研修を開催して、認知症介護の知識・技術向上を図る。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	現在のところ、研修希望者に対して、十分な定員を設定しているため、特段の指標を設ける必要はない。


（前年度の取組）

	①認知症対応型サービス事業開設者研修
第1回　平成27年7月26日（日）＜修了者９名＞

第2回　平成28年1月10日（日）

②認知症対応型サービス事業管理者研修

　　第1回　平成27年7月24日（金）25日（土）＜修了者53名＞

　　第2回　平成28年1月8日（金）9日（土）

③小規模多機能サービス等計画作成担当者研修
　平成27年10月19日（月）20日（火）＜修了者32名＞

④認知症介護指導者フォローアップ研修：県推薦1名

　⑤認知症介護指導者養成研修：県推薦1名


（前年度の成果）

	（１）認知症対応型サービス事業開設者研修事業

　　急増する認知症高齢者のケアに対応する事業所において、地域密着型サービスの指定・運営基準として義務付けられている研修を実施することで、各事業所において適切な認知症介護ができる人材を確保した。

（２）認知症介護指導者養成研修事業

これまでの指導者養成研修の修了者は、県が実施する認知症実践者等養成事業の研修講師として活躍するとともに、修了者で構成する検討会において効果的な研修プログラムの作成や研修手法の検討を進めている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	認知症対応型のサービス事業所において、研修の受講が指定基準として義務付けられていることから、質の高い人材の養成・確保が不可欠である。

また、高度な専門知識が必要とされる認知症介護について、指導者を養成することで、実務者や指導者にも認知症介護の知識・技術向上を継続していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	事業所の指定数に応じた受講定員を確保している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	各研修については、受講希望者数に応じた回数や開催場所を設定して効率的に実施している。


（今後の課題）

	今後、認知症高齢者の急増が見込まれる現状において、各研修の指導者となっていく指導者研修等の受講者（修了者）の確保が不可欠である。


（次年度の方向性）
	県全体に、認知症高齢者への適切な対応を始めとした質の高い介護サービスを提供できる事業所が着実に増加するように、現状の受講定員を引き続き確保していく。


